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小学校高学年向け水素エネルギー普及啓発教材制作業務 

公募型プロポーザル募集要項 

 

標記業務を委託する契約相手を選定するため、次のとおりプロポーザルを実施する。  

令和 ５ 年 ６ 月 ８ 日 

兵庫県知事 齋藤 元彦 

項目 内容 

１ 事業目的 将来の水素社会の担い手を育成することを目的として、県内の小学校高学年を対象

に水素エネルギーの普及に向けた啓発動画及びリーフレットデザインを制作し、もっ

て水素社会の推進を図る。 

２ 業務内容 別紙仕様書のとおり 

３ 委託条件 委託期間 契約締結日の翌日から令和６年１月31日（水）まで 

委託料 等 (1) 総額 2,722,940 円（消費税額を含む）を上限とする。 

(2) 委託契約の締結にあたっては、次の各号の一を行う。 

ア 事前に契約金額の100分の10以上の契約保証金を県に納める。 

イ 保険会社と履行保証保険契約を締結し、その保険証券原本を県

に提出する。 

ウ 兵庫県財務規則第100条第１項３号に該当し、誓約書を県に提

出する。 

なお、契約保証金は業務完了後に返還する。 

(3) 委託料の支払いは、実績確認に基づく精算払いとする。 

４ 募集事業者 １者 

５ 応募資格 応募者は、以下に掲げる全ての要件を満たす者であること。 

また、複数の企業・団体等での共同による応募の場合は、代表者が申請すること。 

(1) 法人その他の団体又は個人事業主であって、業務を適切に遂行できる能力を有す

ること。 

(2) 提案する業務が法令等の規定により官公署の免許、許可、認可、指定等を受ける

必要がある場合には、当該免許、許可、認可、指定等を受けること。 

(3) 業務の実施に当たり、兵庫県との打合せ等に適切に対応することができること。 

(4) 次のいずれにも該当しないこと。 

 ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定による一般競争入

札の参加者の資格制限を受けている者。 

 イ 応募図書（７に掲げる書類をいう。以下同じ。）の受付期間において、県の指名

停止基準に基づく指名停止の措置を受けている者。 

 ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生 

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てが行われている者。 

 エ 県が賦課徴収する全ての県税、消費税又は地方消費税を滞納している者。 

 オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体。 

 カ 暴力団又は暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある者。 
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６ 募集期間 令和５年６月８日（木）～令和５年６月30日（金）17時まで 

７ 応募図書及 

び部数 

様式１ 参加表明書 １部 

応

募

図

書 

様式２ 応募申請書     正１部、副６部 

様式３ 提案者概要       ７部 

様式４ 映像・リーフレット制作業務受託実績 ７部 

任意様式 企画提案書       ７部 

様式５ 事業実施計画書     ７部 

様式６ 経費積算見積書     正１部、副６部 

様式７ 誓約書         正１部、副６部 

様式８ 申立書(必要に応じて提出) 正１部、副６部 

様式９ 指名停止の状況 正１部、副６部 

任意様式 提案内容を説明する書類 ７部 

添付書類 県税・市町村税、消費税及び地方消費税を滞納していないこ

とを証する書類（各機関が発行する納税証明書等、コピー可） 

※提出の日において発行から３か月以内のもの。 

１部 

法人登記簿謄本、定款又は規約等、役員名簿、直近事業年

度の事業報告書、決算書又はこれらに類する書類 
１部 

会社概要(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ)等提案者の概要を説明する書類 １部 

注意事項 (1) 参加を希望する応募者は応募図書の提出の先立ち、速やかに参加

表明書（様式１）を提出すること。 

(2) 応募図書(提案内容を説明する書類及び添付書類を除く。)は、Ａ

４(片面)用紙で作成すること。 

(3) 応募図書は、左上一箇所をホッチキス止めで提出すること。（製本 

等はしないこと。） 

(4) 応募図書の作成及び提出に要する経費は、応募者の負担とする。 

(5) 応募図書の著作権は、応募者に帰属する。 

(6) 応募図書は、審査のためにのみ使用し、応募者へは返却しない。 

８ 提出先 等 提出先 〒650-8567 兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1（県庁２号館５階） 

兵庫県企画部総合政策課 

提出方法 上記提出先まで、持参又は郵送すること。 

※持参の場合は、土日･祝日を除く各日の９時から17時まで(12時から

13時を除く)の受付とする。 

※郵送の場合は、書留郵便等配達記録が残るように郵送すること。 
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10 プレゼンテー 

ション 

実施方法   企画提案書等の提出があった応募者を対象に、以下の日程・実施方

法でプレゼンテーション及び質疑を行う。 

なお、応募者多数の場合は、書類選考を実施し、通過した参加者の

みプレゼンテーション審査を実施する。 

日程 令和５年７月７日（金）から令和５年７月21日（金）の間の１日 

実施方法 対面（兵庫県庁）、またはオンライン（Webex利用） 

※詳細は、書類提出締切り後に対象事業者に電子メールにて通知する。 

時間配分 (1) 提案者によるプレゼンテーション：15分以内 

(2) 質疑応答：15分程度 

注意事項 対面実施の場合 

(1) PowerPoint及びPDFを利用する場合は、事前に連絡すること。 

※対面で実施する場合、PC、ｽｸﾘｰﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ及び接続ケーブル

は、当方で準備するので、USBメモリでデータを持参すること。 

※映写の確実性を求める場合、提案者側で機器等を準備すること。 

(2) 入室は、１応募者あたり４名までとする。 

(3) プレゼンテーションは非公開とする。 

オンライン実施の場合 

(1) PowerPoint等の資料を画面共有する場合は、事前に連絡すること。 

(2) オンライン参加者は、１応募者あたり４名までとする。 

(3) プレゼンテーションは非公開とする。 

11 審査 審査方法 審査委員会を設置し、以下の審査基準について審査の上、業務を委

託する者を選定する｡ 

審

査

基

準 

企画・構成 企画等のアイデア、演出方法、ターゲット（小学生）への訴求力 等 

業務実績 業務のノウハウ及び実績 等 

業務実施体制 業務の実施体制及びスケジュールの実現性 等 

経 済 性 見積額、見積額の積算根拠の妥当性 等 

そ の 他 業務を遂行するに当たっての創意工夫、他社との優位性 等 

９ 募集要項等へ

の質問・回答 

質問方法 質問は文書（様式自由）で行うものとし、下記期限までに電子メー 

ルにて提出すること。 

なお、電子メール件名には「【水素エネルギー啓発教材制作業務】」

の文言を入れること。 

[期   限] 令和５年６月26日(月)17時まで 

[電子メール]  seisaku@pref.hyogo.lg.jp 
回答方法 

令和５年６月28日（水）までに、電子メールにより回答する。 

ただし、関係者などへの確認を要する質問等について、期限までに

回答できない場合は、その旨の連絡をする。 

質問及び回答の内容が応募者全員に関わる場合は、参加表明書を提

出した応募者全員に対し、その内容を共有する。 

mailto:seisaku@pref.hyogo.lg.jp
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審査結果の通知 審査結果は、事務局から各応募者へ文書で通知する。 

12 著作権 本業務により制作される成果物の著作権は、兵庫県に帰属するものとする。納入され

る成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合、選定業者は、当該著作物の使

用に必要な費用の負担及び使用許諾等に関わる一切の手続きを行う。 

13 留意事項 (1) 審査による事業者選定後、業務を委託する者として選定されたもの（以下｢選定業 

者｣という。）は、県と提案業務の実施方法や内容等について協議し、調整を行う。原

則として、応募図書は契約の一部として受託者を拘束することとなるが、この協議・

調整において、県と選定業者双方で確認のうえ、提案業務の内容等を修正し、又は変

更することがある。 

(2) 選定業者は、(1)の協議・調整をした業務の内容を記載した業務計画書及び業務 

の実績を記載した実績報告書を県へ提出すること。 

なお、業務の履行については、業務計画書、委託契約書及び仕様書に従うこと。 

(3) 選定業者が委託契約書に記載する条項に違反したときは、県は、当該委託契約の 

全部又は一部を解除し、委託料の支払を停止し、又は選定業者に対して支払った委託

料の全部又は一部の返還を求めることがある。 

(4) 選定業者は、実績報告書の記載内容が確認できる書類（会計関係帳簿、労働関係 

帳簿、業務日誌等）を業務終了後５年間保存すること。 

(5) 選定業者は、個人情報の保護に関連する法律及び個人情報の保護に関する条例等 

に従い、個人情報を適切に扱うとともに、業務に関して知り得た秘密を、第三者に開 

示・公表・配布しないこと。契約終了後もまた同様とする。 

14 選考スケジ 

ュール(参考) 
 公募から事業者選定までのスケジュール（一部予定を含む）は以下のとおりとする。 

(1) 公募の開始  

  令和５年６月８日(木) 

(2) 質問書の提出期限 

  令和５年６月26日(月) 

(3) 質問への回答 

  令和５年６月28日(水) 

(4) 応募図書の提出期限 

  令和５年６月30日(金)  

  ※直接持参又は郵送により提出すること。（郵送の場合は必着） 

(5) プレゼンテーション 

  令和５年７月７日(金)から令和５年７月21日(金)までの１日 

(6) 結果通知 

  プレゼンテーション終了後、１～２週間程度で通知することを予定 

(7) 契約締結 

  令和５年７月下旬～８月上旬を予定 

15 事務局 〒650-8567 兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1（県庁２号館５階） 

兵庫県企画部総合政策課（上村） 

 電話：078-362-3294（内線：2350） 

 電子メール：seisaku@pref.hyogo.lg.jp 

mailto:seisaku@pref.hyogo.lg.jp


（様式１） 

 

参 加 表 明 書 
 

 

 当社は、下記のプロポーザルへの参加を希望します。 

 

 

記 

 

 

小学校高学年向け水素エネルギー普及啓発教材制作業務 

 

 

 

令和５年   月   日 

 

 

兵庫県知事 齋藤 元彦 様 

 

 

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   

 

 

 

 



（様式２） 

 

小学校高学年向け水素エネルギー普及啓発教材制作業務 

公募型プロポーザル応募申請書 

 

令和  年  月  日   

                         

兵庫県知事 齋藤 元彦 様 

  

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   

 

 

「小学校高学年向け水素エネルギー普及啓発教材制作業務公募型プロポーザル募集要

項」に基づき、下記のとおり必要書類を添えて応募します。 

なお、同要項「５ 応募資格」に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。 

 

記 

 

 

(1) 提案者概要                    （様式３） 

(2) 映像・リーフレット制作業務受託実績  （様式４） 

(3) 企画提案書              （任意様式） 

(4) 事業実施計画書            （様式５） 

(5) 経費積算見積書            （様式６） 

(6) 誓約書                （様式７） 

(7) 指名停止の状況            （様式９） 

(8) 提案内容を説明する書類        （任意様式） 

(9) その他の添付書類 

  □ 県税・市町村税、消費税及び地方消費税を滞納していないことを証する書類 

    （各機関が発行する納税証明書等、コピー可） 

※１ 提出の日において発行から３か月以内のもの。 

※２ 上記書類に該当がなければ、「申立書（様式８）」を添付すること。 

□ 法人等に関する書類 

法人登記簿謄本、定款又は規約等、役員名簿、直近事業年度の事業報告書、決算

書又はこれらに類する書類 

□ 会社概要（パンフレット）等提案者の概要を説明する書類 



（様式３） 

 

提 案 者 概 要  
 

名 称 
 

所在地 
 

設立年月日 
 

代表者の役職及び氏名 
 

資本金 
 

従業員数 
 

        人（うち正社員     人） 

   

住所  

TEL／FAX  

E-mail アドレス  

事業目的、 

主な事業内容 

 

提案者の事業等 

の特色（ＰＲ点） 

 

【記入にあたっての留意事項】 

(1) 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか、任意の様式（A4版）で別紙として 

作成してください。 

(2) 会社概要（パンフレット等）がある場合は、添付してください。 

担当者職氏名 



（様式４） 

映像・リーフレット制作業務受託実績 

 

 

委託元 所在地 受託内容 受託期間 

【記入例】 

●●県○○課 

 

●●市○○町 

■―■―■ 

 

 

 

R4.4.1～ 

R5.3.31 

    

    

    

    

    

    

 

※過去３年間に受託した類似業務の実績を記載すること。多数の場合は、代表的なもののみ記載す

ること。 



 

（任意様式） 

 

 

 

 

【作成にあたっての留意事項】 

提案する内容及び特徴等について、図や写真等を活用し、わかりやすく資料を作成して 

ください。 

 

【必ず記載する事項】 

・ タイトル、キャッチコピー 

・ 演出方法（水素エネルギーという難しい題材を小学校高学年に対して、いかに分りや

すく、親しみやすいように演出するか等） 

・ 動画・リーフレット構成案  

・ タブレットなどの電子端末において小学校高学年がデジタルリーフレットを閲覧す

る際に興味を持つような仕掛けがなされていること 

・ 独創的な提案・工夫する点 

・ 他の事業者と比べたときの優位性（アピール点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画提案書（Ａ４版） 



 

 

（様式５） 

事 業 実 施 計 画 書  

 

１．業務工程表（予定）を作成してください。 

【記入にあたっての留意事項】 

(1) バーチャートで期間を記入してください。 

(2) 上記の作業項目は仕様書の内容に基づく例示ですので、自由に書き換えてください。 

 

２．事業実施体制を記述してください。 

所属 氏名 
職種・資格 

（取得年月日） 
経験年数 実施体制上の役割 主な業務経験 

      

      

      

      

【記入にあたっての留意事項】 

(1) 上記の各項目が記載されていれば、別様式で提出することも可能です。 

(2) 社外の者が業務に関わる場合及び本業務の一部を再委託又は請け負わせる場合は、再委託又

は請け負わせる先の会社名、代表者氏名、業務内容等を明記してください。 

作業項目 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 

 

  

    

 

      

 

      



（様式６） 

令和  年  月  日   

 

経 費 積 算 見 積 書  
 

兵庫県知事 様 

 

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   
  

 

見積金額 金        円（消費税及び地方消費税含む。） 

 

（単位：円） 

【記入にあたっての留意事項】 
(1) 必要な項目が記載されていれば、Excel ファイル等で作成した経費積算見積書でも差し支え 

ありません。 

(2) 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。 

(3) 経費については、可能な限り、積算根拠（数量、単価）を明示してください。 

(4) 消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。 

(5) 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してく 

ださい。 

区分 積算内訳（単価・数量等） 見積金額 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

小 計(Ａ)   

消費税(Ｂ)＝(Ａ)×消費税率   

合 計(Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)   

  



（様式７） 

 

誓 約 書 

 

暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団排除 

に協力するため、下記のとおり誓約する。 

 

記 

 

１ 条例第２条第１号に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しないこと 

２ 暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号。）第２条各号に規定する 

暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと 

３ 契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、上記１又は２に 

該当する者をその受託者としないこと 

４ 上記１、２及び３に違反したときには、本契約の解除、違約金の請求その他県が行う一切の 

措置について異議を述べないこと 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

兵庫県知事 齋藤 元彦 様 

 

 

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   

 

 

 

 

 

 

 



（様式８） 

 

申 立 書 

 

 

 

下記の事項について相違ないことを誓約します。 

 

・兵庫県税について課税実績がないこと。 

  【理由】（該当するものにチェックを入れてください。） 

    □ 公益法人等であり収益事業を行っていないため（法人税法第 150 条の規定に

よる収益事業開始届を所轄税務署に提出していない。）。 

    □ 兵庫県内に事務所又は事業所を有しないため。 

 

・収益事業を開始したこと等により兵庫県税が課された場合には、納期内に確実に納付 

すること。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

兵庫県知事 齋藤 元彦 様 

 

 

 

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   

 

 



（様式９） 

令和  年  月  日   

 

指 名 停 止 の 状 況  
 

兵庫県知事 様 

 

住    所                   

商号又は名称                   

代表者の職･氏名                    

電 話                   

電 子 メ ー ル                   
  

 

 兵庫県物品関係入札参加者資格登録者名簿への登録の有無 有 ・ 無  

 

 

 

指名停止の状況について 

指名停止を受けた相

手方 
指名停止期間 指名停止の理由 

【記入例】 

○○県●●郡■■町 

 

令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 

独占禁止法違反行為 

   

   

   

 

※募集開始日から応募申請書提出の日まで受けている指名停止について、全て記載するこ

と。該当がない場合は、指名停止期間欄に「該当なし」と明記すること。 

 

※応募申請書提出の日から契約締結の日までに指名停止をうけた場合は、速やかに事務局

あて連絡すること。 

いずれかに○を 

してください。 


